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(57)【要約】
【課題】上りリンク又は下りリンクで伝送される共有チ
ャネル信号の受信品質を向上すること。
【解決手段】システム帯域が所定の帯域幅を有する基本
周波数ブロックで分割され、複数の基本周波数ブロック
のうち、所定数の基本周波数ブロックを使用して上りリ
ンクの共有チャネル信号を送信する移動端末装置におい
て、共有チャネル信号を異なる基本周波数ブロック間で
周波数ホッピングさせる制御情報を下りリンクで受信す
ると、この制御情報に応じて異なる基本周波数ブロック
間で周波数ホッピングするように当該基本周波数ブロッ
ク内のサブキャリアに共有チャネル信号をマッピングし
、マッピング後の送信信号を基地局装置に無線送信する
ことを特徴とする。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　システム帯域が所定の帯域幅を有する基本周波数ブロックで分割され、複数の基本周波
数ブロックのうち、所定数の基本周波数ブロックを使用して上りリンクの共有チャネル信
号を送信する移動端末装置であって、
　共有チャネル信号を異なる基本周波数ブロック間で周波数ホッピングさせる制御情報を
下りリンクで受信する受信手段と、前記制御情報に応じて異なる基本周波数ブロック間で
周波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネル信
号をマッピングするマッピング手段と、マッピング後の送信信号を基地局装置に無線送信
する送信手段とを具備することを特徴とする移動端末装置。
【請求項２】
　前記マッピング手段は、異なるサブフレームにおける異なる基本周波数ブロック間で周
波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネル信号
をマッピングすることを特徴とする請求項１記載の移動端末装置。
【請求項３】
　前記マッピング手段は、サブフレームに含まれる２つ以上の単位期間にて異なる帯域間
で周波数ホッピングするように同一の基本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネ
ル信号をマッピングすることを特徴とする請求項２記載の移動端末装置。
【請求項４】
　前記マッピング手段は、同一のサブフレームにおける異なる基本周波数ブロック間で周
波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネル信号
をマッピングすることを特徴とする請求項１記載の移動端末装置。
【請求項５】
　システム帯域が所定の帯域幅を有する基本周波数ブロックで分割され、複数の基本周波
数ブロックのうち、所定数の基本周波数ブロックを使用して上りリンクの共有チャネル信
号を送信する移動端末装置であって、
　複数の基本周波数ブロックにおいて、共有チャネル信号をサブフレームに含まれる２つ
以上の単位期間にて異なる帯域間で周波数ホッピングさせる制御情報を下りリンクで受信
する受信手段と、前記制御情報に応じて複数の基本周波数ブロックにおいて、異なる帯域
間で周波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネ
ル信号をマッピングするマッピング手段と、マッピング後の送信信号を基地局装置に無線
送信する送信手段とを具備することを特徴とする移動端末装置。
【請求項６】
　システム帯域が所定の帯域幅を有する基本周波数ブロックで分割され、複数の基本周波
数ブロックのうち、所定数の基本周波数ブロックを使用して上りリンクの共有チャネル信
号を送信する移動端末装置と通信を行う基地局装置であって、
　移動端末装置が異なる基本周波数ブロック間で周波数ホッピングするように当該基本周
波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネル信号をマッピングすることを決定するマッ
ピング決定手段と、前記マッピング決定手段により決定されたマッピングの内容に応じて
共有チャネル信号を異なる基本周波数ブロック間で周波数ホッピングさせる制御信号を送
信する送信手段とを具備することを特徴とする基地局装置。
【請求項７】
　前記マッピング決定手段は、異なるサブフレームにおける異なる基本周波数ブロック間
で周波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネル
信号をマッピングすることを決定することを特徴とする請求項６記載の基地局装置。
【請求項８】
　前記マッピング決定手段は、サブフレームに含まれる２つ以上の単位期間にて異なる帯
域間で周波数ホッピングするように同一の基本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チ
ャネル信号をマッピングすることを決定することを特徴とする請求項７記載の基地局装置
。
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【請求項９】
　前記マッピング決定手段は、同一のサブフレームにおける異なる基本周波数ブロック間
で周波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネル
信号をマッピングすることを決定することを特徴とする請求項６記載の基地局装置。
【請求項１０】
　システム帯域が所定の帯域幅を有する基本周波数ブロックで分割され、複数の基本周波
数ブロックのうち、所定数の基本周波数ブロックを使用して上りリンクの共有チャネル信
号を送信する移動端末装置と通信を行う基地局装置であって、
　移動端末装置が複数の基本周波数ブロックにおいて、異なる帯域間で周波数ホッピング
するように当該基本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネル信号をマッピングす
ることを決定するマッピング決定手段と、前記マッピング決定手段により決定されたマッ
ピングの内容に応じて共有チャネル信号を異なる基本周波数ブロック間で周波数ホッピン
グさせる制御信号を送信する送信手段とを具備することを特徴とする基地局装置。
【請求項１１】
　システム帯域が所定の帯域幅を有する基本周波数ブロックで分割され、複数の基本周波
数ブロックのうち、所定数の基本周波数ブロックを使用して下りリンクの共有チャネル信
号を送信する基地局装置であって、
　異なる基本周波数ブロック間で周波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内
のサブキャリアに共有チャネル信号をマッピングするマッピング手段と、マッピング後の
送信信号を移動端末装置に無線送信する送信手段とを具備することを特徴とする基地局装
置。
【請求項１２】
　前記マッピング手段は、異なるサブフレームにおける異なる基本周波数ブロック間で周
波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネル信号
をマッピングすることを特徴とする請求項１１記載の基地局装置。
【請求項１３】
　前記マッピング手段は、サブフレームに含まれる２つ以上の単位期間にて異なる帯域間
で周波数ホッピングするように同一の基本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネ
ル信号をマッピングすることを特徴とする請求項１２記載の基地局装置。
【請求項１４】
　前記マッピング手段は、同一のサブフレームにおける異なる基本周波数ブロック間で周
波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネル信号
をマッピングすることを特徴とする請求項１１記載の基地局装置。
【請求項１５】
　システム帯域が所定の帯域幅を有する基本周波数ブロックで分割され、複数の基本周波
数ブロックのうち、所定数の基本周波数ブロックを使用して下りリンクの共有チャネル信
号を送信する基地局装置であって、
　複数の基本周波数ブロックにおいて、サブフレームに含まれる２つ以上の単位期間にて
異なる帯域間で周波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内のサブキャリアに
共有チャネル信号をマッピングするマッピング手段と、マッピング後の送信信号を基地局
装置に無線送信する送信手段とを具備することを特徴とする基地局装置。
【請求項１６】
　システム帯域が所定の帯域幅を有する基本周波数ブロックで分割され、複数の基本周波
数ブロックのうち、所定数の基本周波数ブロックを使用して下りリンクの共有チャネル信
号を受信する移動端末装置であって、
　異なる基本周波数ブロック間で周波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内
のサブキャリアにマッピングされた共有チャネル信号を受信する受信手段と、前記受信手
段で受信した共有チャネル信号をデマッピングするデマッピング手段とを具備することを
特徴とする移動端末装置。
【請求項１７】
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　前記デマッピング手段は、異なるサブフレームにおける異なる基本周波数ブロック間で
周波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内のサブキャリアにマッピングされ
た共有チャネル信号をデマッピングすることを特徴とする請求項１６記載の移動端末装置
。
【請求項１８】
　前記デマッピング手段は、サブフレームに含まれる２つ以上の単位期間にて異なる帯域
間で周波数ホッピングするように同一の基本周波数ブロック内のサブキャリアにマッピン
グされた共有チャネル信号をデマッピングすることを特徴とする請求項１７記載の移動端
末装置。
【請求項１９】
　前記マッピング手段は、同一のサブフレームにおける異なる基本周波数ブロック間で周
波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内のサブキャリアにマッピングされた
共有チャネル信号をデマッピングすることを特徴とする請求項１６記載の移動端末装置。
【請求項２０】
　システム帯域が所定の帯域幅を有する基本周波数ブロックで分割され、複数の基本周波
数ブロックのうち、所定数の基本周波数ブロックを使用して下りリンクの共有チャネル信
号を受信する移動端末装置であって、
　複数の基本周波数ブロックにおいて、サブフレームに含まれる２つ以上の単位期間にて
異なる帯域間で周波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内のサブキャリアに
マッピングされた共有チャネル信号を受信する受信手段と、前記受信手段で受信した共有
チャネル信号をデマッピングするデマッピング手段とを具備することを特徴とする移動端
末装置。
【請求項２１】
　システム帯域が所定の帯域幅を有する基本周波数ブロックで分割され、複数の基本周波
数ブロックのうち、所定数の基本周波数ブロックを使用して上りリンクの共有チャネル信
号を送信する移動端末装置における共有チャネル信号送信方法であって、
　共有チャネル信号を異なる基本周波数ブロック間で周波数ホッピングさせる制御情報を
下りリンクで受信するステップと、前記制御情報に応じて異なる基本周波数ブロック間で
周波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネル信
号をマッピングするステップと、マッピング後の送信信号を基地局装置に無線送信するス
テップとを具備することを特徴とする共有チャネル信号送信方法。
【請求項２２】
　システム帯域が所定の帯域幅を有する基本周波数ブロックで分割され、複数の基本周波
数ブロックのうち、所定数の基本周波数ブロックを使用して上りリンクの共有チャネル信
号を送信する移動端末装置における共有チャネル信号送信方法であって、
　複数の基本周波数ブロックにおいて、共有チャネル信号をサブフレームに含まれる２つ
以上の単位期間にて異なる帯域間で周波数ホッピングさせる制御情報を下りリンクで受信
するステップと、前記制御情報に応じて複数の基本周波数ブロックにおいて、異なる帯域
間で周波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネ
ル信号をマッピングするステップと、マッピング後の送信信号を基地局装置に無線送信す
るステップとを具備することを特徴とする共有チャネル信号送信方法。
【請求項２３】
　システム帯域が所定の帯域幅を有する基本周波数ブロックで分割され、複数の基本周波
数ブロックのうち、所定数の基本周波数ブロックを使用して下りリンクの共有チャネル信
号を送信する基地局装置における共有チャネル信号送信方法であって、
　異なる基本周波数ブロック間で周波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内
のサブキャリアに共有チャネル信号をマッピングするステップと、マッピング後の送信信
号を移動端末装置に無線送信するステップとを具備することを特徴とする共有チャネル信
号送信方法。
【請求項２４】
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　システム帯域が所定の帯域幅を有する基本周波数ブロックで分割され、複数の基本周波
数ブロックのうち、所定数の基本周波数ブロックを使用して下りリンクの共有チャネル信
号を送信する基地局装置における共有チャネル信号送信方法であって、
　複数の基本周波数ブロックにおいて、サブフレームに含まれる２つ以上の単位期間にて
異なる帯域間で周波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内のサブキャリアに
共有チャネル信号をマッピングするステップと、マッピング後の送信信号を基地局装置に
無線送信するステップとを具備することを特徴とする共有チャネル信号送信方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、移動端末装置、基地局装置及び共有チャネル信号送信方法に関し、特に、次
世代移動通信技術を用いる移動端末装置、基地局装置及び共有チャネル信号送信方法に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　ＵＭＴＳ（Universal　Mobile　Telecommunications　System）ネットワークにおいて
は、周波数利用効率の向上、データレートの向上を目的として、ＨＳＤＰＡ（High　Spee
d　Downlink　Packet　Access）やＨＳＵＰＡ（High　Speed　Uplink　Packet　Access）
を採用することにより、Ｗ-ＣＤＭＡ（Wideband　Code　Division　Multiple　Access）
をベースとしたシステムの特徴を最大限に引き出すことが行われている。このＵＭＴＳネ
ットワークについては、更なる高速データレート、低遅延などを目的としてロングターム
エボリューション（ＬＴＥ:Long　Term　Evolution）が検討されている（例えば、非特許
文献１参照）。このＬＴＥ方式のシステムにおいては、多重方式として、下り回線（下り
リンク）にＷ－ＣＤＭＡとは異なるＯＦＤＭＡ（Orthogonal　Frequency　Division　Mul
tiple　Access）を用い、上り回線（上りリンク）にＳＣ－ＦＤＭＡ（Single　Carrier　
Frequency　Division　Multiple　Access）を用いている。
【０００３】
　第３世代のシステムは、概して５ＭＨｚの固定帯域を用いて、下り回線で最大２Ｍｂｐ
ｓ程度の伝送レートを実現できる。一方、ＬＴＥ方式のシステムにおいては、１．４ＭＨ
ｚ～２０ＭＨｚの可変帯域を用いて、下り回線で最大３００Ｍｂｐｓ及び上り回線で７５
Ｍｂｐｓ程度の伝送レートを実現できる。また、ＵＭＴＳネットワークにおいては、更な
る広帯域化及び高速化を目的として、ＬＴＥの後継のシステムも検討されている（例えば
、ＬＴＥアドバンスト（ＬＴＥ－Ａ））。例えば、ＬＴＥ－Ａにおいては、ＬＴＥ仕様の
最大システム帯域である２０ＭＨｚを、１００ＭＨｚ程度まで拡張することが予定されて
いる。
【非特許文献１】3GPP,　TR25.912　(V7.1.0),　"Feasibility　study　for　Evolved　U
TRA　and　UTRAN",　Sept.　2006
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、ＬＴＥ方式のシステムにおいては、ユーザデータを含む共有チャネル信号の
伝送に用いられる物理下りリンク共有チャネル（ＰＤＳＣＨ：Physical　Downlink　Shar
ed　Channel）や、物理上りリンク共有チャネル（ＰＵＳＣＨ：Physical　Uplink　Share
d　Channel）に対して周波数ホッピングが適用されている。これにより、周波数ダイバー
シチ効果を得て、共有チャネル信号の受信品質の向上を実現している。そして、上述した
ようにＬＴＥ方式のシステムよりも最大システム帯域が拡張されたＬＴＥ－Ａ方式のシス
テムにおいては、広帯域化したシステム帯域の特徴を生かして共有チャネル信号の受信品
質を向上することが要請されると考えられる。
【０００５】
　本発明は、このような実情に鑑みて為されたものであり、上りリンク又は下りリンクで
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伝送される共有チャネル信号の受信品質を向上することができる移動端末装置、基地局装
置及び共有チャネル信号送信方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の移動端末装置は、システム帯域が所定の帯域幅を有する基本周波数ブロックで
分割され、複数の基本周波数ブロックのうち、所定数の基本周波数ブロックを使用して上
りリンクの共有チャネル信号を送信する移動端末装置であって、共有チャネル信号を異な
る基本周波数ブロック間で周波数ホッピングさせる制御情報を下りリンクで受信する受信
手段と、前記制御情報に応じて異なる基本周波数ブロック間で周波数ホッピングするよう
に当該基本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネル信号をマッピングするマッピ
ング手段と、マッピング後の送信信号を基地局装置に無線送信する送信手段とを具備する
ことを特徴とする。
【０００７】
　この構成によれば、異なる基本周波数ブロック間で周波数ホッピングするように当該基
本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネル信号がマッピングされ、マッピング後
の送信信号が基地局装置に無線送信されることから、共有チャネル信号の伝送帯域を離れ
させることができるので、良好な周波数ダイバーシチ効果を得ることができ、上りリンク
で伝送される共有チャネル信号の受信品質を向上することが可能となる。
【０００８】
　本発明の基地局装置は、システム帯域が所定の帯域幅を有する基本周波数ブロックで分
割され、複数の基本周波数ブロックのうち、所定数の基本周波数ブロックを使用して下り
リンクの共有チャネル信号を送信する基地局装置であって、異なる基本周波数ブロック間
で周波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネル
信号をマッピングするマッピング手段と、マッピング後の送信信号を移動端末装置に無線
送信する送信手段とを具備することを特徴とする。
【０００９】
　この構成によれば、異なる基本周波数ブロック間で周波数ホッピングするように当該基
本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネル信号がマッピングされ、マッピング後
の送信信号が移動端末装置に無線送信されることから、共有チャネル信号の伝送帯域を離
れさせることができるので、良好な周波数ダイバーシチ効果を得ることができ、下りリン
クで伝送される共有チャネル信号の受信品質を向上することが可能となる。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、異なる基本周波数ブロック間で周波数ホッピングするように当該基本
周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネル信号がマッピングされ、マッピング後の
送信信号が基地局装置に無線送信されることから、共有チャネル信号の伝送帯域を離れさ
せることができるので、上りリンク又は下りリンクで伝送される良好な周波数ダイバーシ
チ効果を得ることができ、共有チャネル信号の受信品質を向上することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、本発明の実施の形態について添付図面を参照して詳細に説明する。なお、以下に
おいては、ＬＴＥの後継のシステムの一例として、ＬＴＥ－Ａ（ＬＴＥアドバンスト）方
式のシステムを用いて説明するが、これに限定されるものではない。
【００１２】
　図１は、本発明の一実施の形態に係る移動通信システムで使用されるシステム帯域の概
念図である。図１に示すように、移動通信システムで使用されるシステム帯域は、基本周
波数ブロックを単位として分割されている。移動通信システムを構成する基地局装置の全
送信帯域には、複数（ここでは、５個）の基本周波数ブロックが含まれている。基本周波
数ブロックの帯域幅は、ＬＴＥ対応のＵＥ（User　Equipment）をサポートするために１
５～２０ＭＨｚ程度であることが好ましい。以下においては、基本周波数ブロックの帯域
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幅が２０ＭＨｚである場合について説明するものとする。
【００１３】
　２０ＭＨｚより広帯域な送受信帯域幅の能力（Capability）を有するＬＴＥ－Ａ対応の
ＵＥに対しては、周波数ダイバーシチ利得と制御信号のオーバヘッドに基づいて、複数の
基本周波数ブロックが柔軟に割り当てられる。例えば、２０ＭＨｚの送受信帯域幅の能力
を有するＬＴＥ対応のＵＥに対しては１個の基本周波数ブロックが割り当てられる。また
、４０ＭＨｚの送受信帯域幅の能力を有するＬＴＥ－Ａ対応のＵＥに対しては２個の基本
周波数ブロックが割り当てられる。さらに、１００ＭＨｚの送受信帯域幅の能力を有する
ＬＴＥ－Ａ対応のＵＥに対しては５個の基本周波数ブロックが割り当てられる。但し、２
０ＭＨｚより広帯域な送受信帯域幅の能力を有するＬＴＥ－Ａ対応のＵＥに対して、その
送受信帯域幅以下の基本周波数ブロック、例えば、１個の基本周波数ブロックを割り当て
るようにしても良い。
【００１４】
　図２は、図１に示すシステム帯域における上りリンクの共有データチャネルの構成を説
明するための図である。基本周波数ブロックには、複数のリソースブロック（ＲＢ）が含
まれる。それぞれのＲＢは、１つ又は複数のサブキャリアで構成される。図２に示すよう
に、１又は複数の基本周波数ブロックを含む帯域の両端には、制御情報の伝送に用いられ
る物理上りリンク制御チャネル（ＰＵＣＣＨ：　Physical　Uplink　Control　Channel）
が用意され、これらの間に共有チャネル信号の伝送に用いられる物理上りリンク共有チャ
ネル（ＰＵＳＣＨ：Physical　Uplink　Shared　Channel）が用意されている。ＲＢの１
つ分の帯域は、例えば１８０ｋＨｚ程度であり、ＰＵＣＣＨの帯域１つ分も同じく１８０
ｋＨｚである。例えば１ｍｓのサブフレームは、所定数個（例えば、１０個）で１つの無
線フレームを構成する。また、各サブフレームは、２つの単位期間としてのスロットを含
んでいる。
【００１５】
　図３は、図１に示すシステム帯域における下りリンクにおける共有データチャネルの構
成を説明するための図である。基本周波数ブロックには、上りリンクと同様に、複数のＲ
Ｂが含まれる。それぞれのＲＢは、１つ又は複数のサブキャリアで構成される。１ｍｓの
サブフレームの冒頭には、制御情報の伝送に用いられる物理下りリンク制御チャネル（Ｐ
ＤＣＣＨ：Physical　Downlink　Control　Channel）が用意され、これに続いて共有チャ
ネル信号の伝送に用いられる物理下りリンク共有チャネル（ＰＤＳＣＨ：Physical　Down
link　Shared　Channel）が用意されている。例えば１ｍｓのサブフレームは、上りリン
クと同様に、所定数個（例えば、１０個）で１つの無線フレームを構成し、各サブフレー
ムは２つの単位期間としてのスロットを含んでいる。
【００１６】
　なお、以上に示した周波数や個数その他の数値は一例を示したものであり、これらに限
定されるものではない。図２及び図３に示す例においては、２個の基本周波数ブロックが
割り当てられるＬＴＥ－Ａ対応のＵＥ♯１と、１個の基本周波数ブロックが割り当てられ
るＬＴＥ対応のＵＥ♯２とを示している。
【００１７】
　上述したように、ＵＥ♯２を含むＬＴＥ方式のシステム（以下、「ＬＴＥシステム」と
いう）においては、共有チャネル信号を伝送する際、周波数ダイバーシチ効果を得るため
、ＰＤＳＣＨ及びＰＵＳＣＨに対して周波数ホッピング（以下、適宜「ＦＨ」という）を
適用している。この場合、周波数ホッピングは、最大システム帯域に対応する１個の基本
周波数ブロック内で行われることとなる。具体的には、基本周波数ブロック内の同一サブ
フレーム内で行なわれるｉｎｔｒａサブフレームＦＨと、基本周波数ブロック内の異なる
サブフレーム内で行われるｉｎｔｅｒサブフレームＦＨとが行われる。
【００１８】
　一方、ＵＥ♯１を含む複数の基本周波数ブロックを利用するＬＴＥ－Ａ方式のシステム
（以下、「ＬＴＥ－Ａシステム」という）においては、より良好な周波数ダイバーシチ効
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果を得るため、複数の基本周波数ブロックに跨って周波数ホッピングを行うことが好まし
い。このため、本実施の形態に係る移動通信システムにおいては、共有チャネル信号を伝
送する際、複数の基本周波数ブロックにおける共有データチャネル（ＰＤＳＣＨ及びＰＵ
ＳＣＨ）に対して周波数ホッピングを適用する。具体的には、複数の基本周波数ブロック
間で周波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内のサブキャリアに共有チャネ
ル信号をマッピングする。なお、ＰＤＳＣＨ及びＰＵＳＣＨにおける具体的な周波数ホッ
ピングの方法については後述する。
【００１９】
　ここで、本実施の形態に係る移動端末装置及び基地局装置を有する移動通信システムの
構成について説明する。図４は、本実施の形態に係る移動端末装置及び基地局装置を有す
る移動通信システムの構成を説明するための図である。なお、図４に示す移動通信システ
ム１は、例えば、Ｅｖｏｌｖｅｄ　ＵＴＲＡ　ａｎｄ　ＵＴＲＡＮ(別名：ＬＴＥ（Long
　Term　Evolution）、或いは、ＳＵＰＥＲ　３Ｇが包含されるシステムである。また、
この移動通信システム１は、ＩＭＴ－Ａｄｖａｎｃｅｄと呼ばれても良いし、４Ｇと呼ば
れても良い。
【００２０】
　図４に示すように、移動通信システム１は、基地局装置２０と、この基地局装置２０と
通信する複数の移動端末装置１０（１０１、１０２、１０３、・・・１０ｎ、ｎはｎ＞０
の整数）とを含んで構成されている。基地局装置２０は、上位局装置３０と接続され、こ
の上位局装置３０は、コアネットワーク４０と接続される。上位局装置３０には、例えば
、アクセスゲートウェイ装置、無線ネットワークコントローラ（ＲＮＣ）、モビリティマ
ネジメントエンティティ（ＭＭＥ）等が含まれるが、これに限定されるものではない。
【００２１】
　移動通信システム１、例えば、Ｅｖｏｌｖｅｄ　ＵＴＲＡにおいては、下りリンクにつ
いてはＯＦＤＭＡ（直交周波数分割多元接続）が、上りリンクについてはＳＣ－ＦＤＭＡ
（シングルキャリア－周波数分割多元接続）が含まれる。ＯＦＤＭＡは、周波数帯域を複
数の狭い周波数帯域（サブキャリア）に分割し、各サブキャリアにデータをマッピングし
て通信を行うマルチキャリア伝送方式である。ＳＣ－ＦＤＭＡは、周波数帯域を移動端末
装置１０毎に分割し、複数の移動端末装置１０が互いに異なる周波数帯域を用いることで
、移動端末装置１０間の干渉を低減するシングルキャリア伝送方式である。なお、上りリ
ンクには、マルチキャリア伝送方式が使用されても良い。この場合、上りリンクには、例
えば、ＯＦＤＭ、Ｃｌｕｓｔｅｒｄ　ＤＦＴ　Ｓｐｒｅａｄ　ＯＦＤＭ、Ｎ×ＳＣ－ＦＤ
ＭＡなどが使用される（例えば、3GPP,　R1-082609,　"Uplink　Multiple　access　for
　LTE-Advanced",　Aug.　2008参照）。
【００２２】
　ここで、移動通信システム１が有する移動端末装置１０及び基地局装置２０の構成につ
いて説明する。図５は、本実施の形態に係る移動通信システム１が有する移動端末装置１
０の送信部及び受信部の機能ブロック図である。図６は、本実施の形態に係る移動通信シ
ステム１が有する基地局装置２０の送信部及び受信部の機能ブロック図である。なお、図
５に示す移動端末装置１０及び図６に示す基地局装置２０の構成については一例を示した
ものであり、これに限定されるものではない。
【００２３】
　図５に示すように、移動端末装置１０の送信部は、共有データ信号の処理ブロック（共
有データ信号処理ブロック）１１と、パイロット信号の処理ブロック（パイロット信号処
理ブロック）１２と、多重部１３とを備えている。共有データ信号処理ブロック１１は、
チャネル符号化部１１１と、データ変調部１１２と、ＤＦＴ部１１３と、サブキャリアマ
ッピング部１１４と、逆高速フーリエ変換部（ＩＦＦＴ）１１５と、ガードインターバル
付与部（ＣＰ）１１６とを有している。パイロット信号処理ブロック１２は、パイロット
系列生成部１２１と、サブキャリアマッピング部１２２と、逆高速フーリエ変換部（ＩＦ
ＦＴ）１２３と、ガードインターバル付与部（ＣＰ）１２４とを有している。また、移動
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端末装置１０の受信部は、ＯＦＤＭ信号復調部１４と、報知チャネル及び下り制御信号復
号部１５と、報知信号復号部１６とを備えている。
【００２４】
　共有データ信号処理ブロック１１において、チャネル符号化部１１１は、上りリンクで
伝送する共有データ信号（共有チャネル信号）を所定のチャネル符号化率でチャネル符号
化する。データ変調部１１２は、例えば、位相偏移変調（ＢＰＳＫ、ＱＰＳＫ、８ＰＳＫ
等）、或いは、直交振幅変調（ＱＡＭ）方式のような方式で共有チャネル信号をデータ変
調する。ＤＦＴ部１１３は、データ変調された共有チャネル信号を離散フーリエ変換する
。サブキャリアマッピング部１１４は、下りリンクで受信したリソースブロック番号、周
波数ホッピング情報及び周波数ホッピングモードに基づいて、共有チャネル信号をサブキ
ャリアにマッピングする。逆高速フーリエ変換部（ＩＦＦＴ）１１５は、各サブキャリア
にマッピングされた共有チャネル信号を含む信号を逆高速フーリエ変換し、周波数領域の
信号を時間領域の信号に変換する。ガードインターバル付与部（ＣＰ）１１６は、ＩＦＦ
Ｔ後の信号にガードインターバルを付加する。なお、ガードインターバルは、例えば、サ
イクリックプレフィックス（ＣＰ：Cyclic　Prefix）方式で用意される。
【００２５】
　パイロット信号処理ブロック１２は、上りリンクで送信するパイロットチャネルを用意
する。パイロット信号処理ブロック１２において、パイロット系列生成部１２１は、通信
に使用されるパイロットチャネルの符号系列番号（系列番号）に基づいて、パイロットチ
ャネルを表す符号系列を生成する。なお、符号系列は、パイロットチャネルに相応しい適
切な如何なる符号系列でも良い。例えば、パイロットチャネルは、カザック（ＣＡＺＡＣ
）符号系列が使用される。サブキャリアマッピング部１２２は、下りリンクで受信したリ
ソースブロック番号、周波数ホッピング情報及び周波数ホッピングモードに基づいて、パ
イロットチャネルを適切なサブキャリアにマッピングする。逆高速フーリエ変換部（ＩＦ
ＦＴ）１２３は、各サブキャリアにマッピングされたパイロットチャネルを含む信号を逆
高速フーリエ変換し、周波数領域の信号を時間領域の信号に変換する。ガードインターバ
ル付与部（ＣＰ）１２４は、ＩＦＦＴ後の信号にガードインターバルを付加する。
【００２６】
　多重部１３は、共有データチャネルとパイロットチャネルとを多重する。多重は、単な
る加算で実現されても良いし、時分割多重や周波数分割多重，符号分割多重のような多重
法が使用されても良い。多重後の信号を含む送信信号は、不図示の無線送信部に与えられ
、最終的には上りリンクで基地局装置２０に無線送信される。
【００２７】
　ＯＦＤＭ信号復調部１４は、ＯＦＤＭ方式で変調されている受信信号を復調し、ベース
バンド信号を取り出す。例えば、ＯＦＤＭ信号復調部１４は、ガードインターバルの除去
、フーリエ変換、サブキャリアデマッピング、データ復調等の処理を受信信号に施し、下
りパイロットチャネル、報知チャネル及び／又は下り制御チャネル、並びに、下りデータ
チャネル等を取り出す。このＯＦＤＭ信号復調部１４により、例えば、基地局装置２０に
おいて、異なる基本周波数ブロック間で周波数ホッピングするように当該基本周波数ブロ
ック内のサブキャリアにマッピングされた共有チャネル信号のサブキャリアデマッピング
が行われる。
【００２８】
　報知チャネル及び下り制御信号復号部１５は、下りリンクで受信した報知チャネル又は
下り制御信号を復号して、系列番号、リソースブロック番号及び上りスケジューリンググ
ラントを得る。なお、上りスケジューリンググラントには、例えば、チャネル符号化率、
変調方式及び周波数ホッピング情報が含まれる。そして、系列番号、チャネル符号化率及
び変調方式をそれぞれパイロット系列生成部１２１、チャネル符号化部１１１及びデータ
変調部１１２に与える一方、リソースブロック番号及び周波数ホッピング情報をサブキャ
リアマッピング部１１４及びサブキャリアマッピング部１２２に与える。なお、この報知
チャネル及び下り制御信号復号部１５は、基地局装置２０からの周波数ホッピングに関す
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る制御情報を受信する受信手段の一部として機能する。
【００２９】
　報知信号復号部１６は、下りリンクで受信した報知信号を復号して、周波数ホッピング
モードを得る。そして、周波数ホッピングモードをサブキャリアマッピング部１１４及び
サブキャリアマッピング部１２２に与える。なお、この報知信号復号部１６は、基地局装
置２０からの周波数ホッピングに関する制御情報を受信する受信手段の一部として機能す
る。
【００３０】
　一方、基地局装置２０の受信部は、図６に示すように、同期検出・チャネル推定部２０
１と、ガードインターバル除去部２０２と、高速フーリエ変換部（ＦＦＴ）２０３と、サ
ブキャリアデマッピング部２０４と、ＤＦＴ部２０５と、データ復調部２０６と、データ
復号部２０７とを有している。また、基地局装置２０の送信部は、報知チャネル生成部２
０８と、他の下りチャネル生成部２０９と、上りスケジューリンググラント生成部２１０
と、ＯＦＤＭ信号生成部２１１とを有している。
【００３１】
　同期検出・チャネル推定部２０１は、上りリンクで受信したパイロットチャネル、並び
に、送信部で生成された系列番号、リソースブロック番号、周波数ホッピング情報及び周
波数ホッピングモードに基づいて同期確立及びチャネル推定を行う。ガードインターバル
除去部２０２は、受信信号の同期タイミングに従って受信信号からガードインターバルを
除去する。高速フーリエ変換部（ＦＦＴ）２０３は、受信信号を高速フーリエ変換し、時
間領域の信号を周波数領域の信号に変換する。サブキャリアデマッピング部２０４は、送
信部で生成されたリソースブロック番号、周波数ホッピング情報及び周波数ホッピングモ
ードに基づいて、各サブキャリアにマッピングされている信号を取り出す。なお、この信
号には、例えば、制御チャネル及びデータチャネルが含まれる。ＤＦＴ部２０５は、サブ
キャリアデマッピング部２０４で取り出された信号を離散フーリエ変換する。データ復調
部２０６は、受信した信号をデータ復調する。データ復号部２０７は、データ復調後の信
号をデータ復号する。なお、制御チャネル及びデータチャネルについて、データ復調及び
データ復号は別個に行われるが、図示の簡略化のためにそれらをまとめて示している。
【００３２】
　報知チャネル生成部２０８は、報知チャネルを生成する。例えば、報知チャネルには、
移動端末装置１０で使用される周波数ホッピングモードが含まれる。他の下りチャネル生
成部２０９は、報知チャネル及びスケジューリング情報以外の下り信号（データチャネル
、パイロットチャネル、同期チャネル及び他の制御チャネル等）を生成する。上りスケジ
ューリンググラント生成部２１０は、上りリンクでデータチャネルを送信することを許可
するスケジューリング情報を表す制御情報を生成する。なお、スケジューリング情報には
、系列番号、使用の許可されたリソースブロック番号及び上りスケジューリンググラント
が含まれる。例えば、上りスケジューリンググラントには、チャネル符号化率、変調方式
及び周波数ホッピング情報が含まれる。なお、この周波数ホッピング情報には、例えば、
後述する周波数ホッピングの有無、並びに、周波数ホッピングに関連するリソースブロッ
クが含まれる。ＯＦＤＭ信号生成部２１１は、下りリンクの各種情報を含む信号をＯＦＤ
Ｍ方式で変調し、下り送信信号を生成する。例えば、ＯＦＤＭ信号生成部２１１は、チャ
ネル符号化、データ変調、サブキャリアマッピング、ＩＦＦＴ及びガードインターバルの
付与等の処理を行う。下り送信信号は、不図示の無線送信部に与えられ、最終的には下り
リンクで移動端末装置１０に無線送信される。
【００３３】
　なお、上述した周波数ホッピングモード及び周波数ホッピング情報は、移動端末装置１
０において、例えば、共有チャネル信号を異なる基本周波数ブロック間で周波数ホッピン
グさせる制御情報の一部を構成する。報知チャネル生成部２０８及び上りスケジューリン
ググラント生成部２１０は、このような周波数ホッピングに関する制御情報のためのマッ
ピング内容を決定するマッピング決定手段として機能する。例えば、このマッピング決定
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手段は、後述する第１～第３の伝送方法における周波数ホッピング用の制御情報のための
マッピング内容を決定する。基地局装置２０からこのような周波数ホッピングに関する制
御情報を移動端末装置１０に与えることから、このような制御情報を受け取った移動端末
装置１０において適切に共有チャネル信号を複数の基本周波数ブロックにおいて周波数ホ
ッピングを行うことが可能となる。
【００３４】
　本実施の形態に係る移動通信システム１においては、このような構成を有する移動端末
装置１０と基地局装置２０との間で共有チャネル信号を伝送する際、複数の基本周波数ブ
ロックにおける共有データチャネルに対して周波数ホッピングを適用する。以下、本実施
の形態に係る移動通信システム１における共有チャネル信号の伝送方法について説明する
。なお、以下においては、２個の基本周波数ブロックが１つのＵＥ（移動端末装置１０）
により使用される場合について説明するが、３個以上の基本周波数ブロックが１つのＵＥ
により使用されるようにしても良い。また、以下においては、いくつかの伝送方法につい
て説明するが、これらは一例を示したものであり、全てを網羅するものではない。以下に
示す第１～第３の伝送方法は上りリンクに関するものであり、第４～第６の伝送方法は下
りリンクに関するものである。
【００３５】
　（第１の伝送方法）
　第１の伝送方法においては、共有チャネル信号の伝送にシングルキャリア伝送またはマ
ルチキャリア伝送を用い、基本周波数ブロック内でｉｎｔｒａサブフレームＦＨを適用す
ると共に、基本周波数ブロック間でｉｎｔｅｒサブフレームＦＨを適用する。すなわち、
第１の伝送方法においては、異なるサブフレームにおける異なる基本周波数ブロック間で
周波数ホッピングを行うと共に、サブフレームに含まれる異なる帯域のスロット間で周波
数ホッピングを行うものである。
【００３６】
　この伝送方法においては、図７に示すように、移動端末装置１０が基地局装置２０に送
信する共有チャネル信号の伝送は、連続するサブフレームにおいて、前のサブフレームに
おける共有チャネル信号が伝送される基本周波数ブロックの帯域と、後のサブフレームに
おける共有チャネル信号が伝送される基本周波数ブロックの帯域とが異なっている。また
、各基本周波数ブロックにおいて、共有チャネル信号の伝送は２つのリソースブロックの
スロットで連続的に行われるが、最初のスロットの帯域と、次のスロットの帯域とが異な
っている。
【００３７】
　この伝送方法によれば、複数の異なる基本周波数ブロックに跨ってｉｎｔｅｒサブフレ
ームＦＨが行われることから、共有チャネル信号が伝送される帯域を離れさせることがで
きるので、ＬＴＥシステムと比べて良好な周波数ダイバーシチ効果を得ることができ、共
有チャネル信号の受信品質を向上することができる。また、共有チャネル信号の伝送にシ
ングルキャリア伝送を用いた場合には、ＬＴＥシステムと同等の低さにＰＡＰＲを抑える
ことができる。さらに、基本周波数ブロック単位で制御することができることから、ＬＴ
Ｅシステムにおいて特別な処理を必要とせず、ＬＴＥシステムとの親和性を確保すること
ができる。
【００３８】
　（第２の伝送方法）
　第２の伝送方法においては、共有チャネル信号の伝送にシングルキャリア伝送またはマ
ルチキャリア伝送を用い、基本周波数ブロック間でｉｎｔｒａサブフレームＦＨを適用す
る。すなわち、第２の伝送方法においては、同一のサブフレームにおける異なる基本周波
数ブロック間で周波数ホッピングを行うものである。
【００３９】
　この伝送方法においては、図８に示すように、移動端末装置１０が基地局装置２０に送
信する共有チャネル信号の伝送は、同一のサブフレームにおいて、複数の異なる基本周波
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数ブロックを用いて行われる。ここでは、２個の基本周波数ブロックを用いる場合につい
て示すが、３個以上の基本周波数ブロックを用いる場合についても同様である。２個の基
本周波数ブロックにおいて、共有チャネル信号の伝送は２つのリソースブロックのスロッ
トで連続的に行われる。この場合、より大きな周波数ダイバーシチ効果を得るためには、
これらのスロットの帯域が可能な限り離れていることが好ましい。
【００４０】
　この伝送方法によれば、複数の異なる基本周波数ブロックに跨ってｉｎｔｒａサブフレ
ームＦＨが行われることから、共有チャネル信号が伝送される帯域を離れさせることがで
きるので、ＬＴＥシステムと比べて良好な周波数ダイバーシチ効果を得ることができ、共
有チャネル信号の受信品質を向上することができる。また、共有チャネル信号の伝送にシ
ングルキャリア伝送を用いた場合には、ＬＴＥシステムと同等の低さにＰＡＰＲを抑える
ことができる。
【００４１】
　（第３の伝送方法）
　第３の伝送方法においては、共有チャネル信号の伝送にマルチキャリア伝送を用い、複
数の基本周波数ブロックから伝送すると共に、各基本周波数ブロック内でｉｎｔｒａサブ
フレームＦＨを適用する。すなわち、第３の伝送方法においては、複数の基本周波数ブロ
ックにおいて、共有チャネル信号をサブフレームに含まれる異なる帯域のスロット間で周
波数ホッピングを行うものである。
【００４２】
　この伝送方法においては、図９に示すように、移動端末装置１０が基地局装置２０に送
信する共有チャネル信号の伝送は、或るサブフレーム（同一のサブフレーム）において、
複数の異なる基本周波数ブロックを用いて行われる。ここでは、２個の基本周波数ブロッ
クを用いる場合について示すが、３個以上の基本周波数ブロックを用いる場合についても
同様である。マルチキャリア伝送が適用され、各基本周波数ブロックにおいては、共有チ
ャネル信号が同時に同一のリソースブロックのスロットで伝送される。また、各基本周波
数ブロックにおいて、共有チャネル信号の伝送は２つのリソースブロックのスロットで連
続的に行われるが、最初のスロットの帯域と、次のスロットの帯域とが異なっている。
【００４３】
　この伝送方法によれば、複数の異なる基本周波数ブロックに跨るマルチキャリア伝送を
用いていることから、或るスロットにおいては複数の帯域で共有チャネル信号が伝送され
るので、基地局装置２０側で合成等を行うことにより共有チャネル信号の受信品質を向上
することができる。
【００４４】
　（第４の伝送方法）
　第４の伝送方法は、第１の伝送方法に対応する下りリンクにおける共有チャネル信号の
伝送方法である。第４の伝送方法においては、共有チャネル信号の伝送にシングルキャリ
ア伝送を用い、基本周波数ブロック内でｉｎｔｒａサブフレームＦＨを適用すると共に、
基本周波数ブロック間でｉｎｔｅｒサブフレームＦＨを適用する。すなわち、第４の伝送
方法においては、異なるサブフレームにおける異なる基本周波数ブロック間で周波数ホッ
ピングを行うものである。
【００４５】
　この伝送方法においては、図１０に示すように、基地局装置２０が移動端末装置１０に
送信する共有チャネル信号の伝送は、連続するサブフレームにおいて、前のサブフレーム
における共有チャネル信号が伝送される基本周波数ブロックの帯域と、後のサブフレーム
における共有チャネル信号が伝送される基本周波数ブロックの帯域とが異なっている。ま
た、各基本周波数ブロックにおいて、共有チャネル信号の伝送は２つのリソースブロック
のスロットで連続的に行われるが、最初のスロットの帯域と、次のスロットの帯域とが異
なっている。
【００４６】
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　この伝送方法によれば、複数の異なる基本周波数ブロックに跨ってｉｎｔｅｒサブフレ
ームＦＨが行われることから、共有チャネル信号が伝送される帯域を離れさせることがで
きるので、ＬＴＥシステムと比べて良好な周波数ダイバーシチ効果を得ることができ、共
有チャネル信号の受信品質を向上することができる。また、基本周波数ブロック単位で制
御することができることから、ＬＴＥシステムにおいて特別な処理を必要とせず、ＬＴＥ
システムとの親和性を確保することができる。
【００４７】
　（第５の伝送方法）
　第５の伝送方法は、第２の伝送方法に対応する下りリンクにおける共有チャネル信号の
伝送方法である。第５の伝送方法においては、共有チャネル信号の伝送にシングルキャリ
ア伝送を用い、基本周波数ブロック間でｉｎｔｒａサブフレームＦＨを適用する。すなわ
ち、第５の伝送方法においては、同一のサブフレームにおける異なる基本周波数ブロック
間で周波数ホッピングを行うものである。
【００４８】
　この伝送方法においては、図１１に示すように、基地局装置２０が移動端末装置１０に
送信する共有チャネル信号の伝送は、或るサブフレーム（同一のサブフレーム）において
、複数の異なる基本周波数ブロックを用いて行われる。ここでは、２個の基本周波数ブロ
ックを用いる場合について示すが、３個以上の基本周波数ブロックを用いる場合について
も同様である。２個の基本周波数ブロックにおいて、共有チャネル信号の伝送は２つのリ
ソースブロックのスロットで連続的に行われる。この場合、より大きな周波数ダイバーシ
チ効果を得るためには、これらのスロットの帯域が可能な限り離れていることが好ましい
。
【００４９】
　この伝送方法によれば、複数の異なる基本周波数ブロックに跨ってｉｎｔｒａサブフレ
ームＦＨが行われることから、共有チャネル信号が伝送される帯域を離れさせることがで
きるので、ＬＴＥシステムと比べて良好な周波数ダイバーシチ効果を得ることができ、共
有チャネル信号の受信品質を向上することができる。
【００５０】
　（第６の伝送方法）
　第６の伝送方法は、第３の伝送方法に対応する下りリンクにおける共有チャネル信号の
伝送方法である。第６の伝送方法においては、共有チャネル信号の伝送にマルチキャリア
伝送を用い、複数の基本周波数ブロックから伝送すると共に、各基本周波数ブロック内で
ｉｎｔｒａサブフレームＦＨを適用する。すなわち、第６の伝送方法においては、複数の
基本周波数ブロックにおいて、共有チャネル信号をサブフレームに含まれる異なる帯域の
スロット間で周波数ホッピングを行うものである。
【００５１】
　この伝送方法においては、図１２に示すように、基地局装置２０が移動端末装置１０に
送信する共有チャネル信号の伝送は、或るサブフレーム（同一のサブフレーム）において
、複数の異なる基本周波数ブロックを用いて行われる。ここでは、２個の基本周波数ブロ
ックを用いる場合について示すが、３個以上の基本周波数ブロックを用いる場合について
も同様である。マルチキャリア伝送が適用され、各基本周波数ブロックにおいては、共有
チャネル信号が同時に同一のリソースブロックのスロットで伝送される。各基本周波数ブ
ロックにおいて、共有チャネル信号の伝送は２つのリソースブロックのスロットで連続的
に行われるが、最初のスロットの帯域と、次のスロットの帯域とが異なっている。
【００５２】
　この伝送方法によれば、複数の異なる基本周波数ブロックに跨るマルチキャリア伝送を
用いていることから、或るスロットにおいては複数の帯域で共有チャネル信号が伝送され
るので、移動端末装置１０側で合成等を行うことにより共有チャネル信号の受信品質を向
上することができる。
【００５３】
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　なお、これらの第１～第６の伝送方法において、例えば、異なる基本周波数ブロックで
送信される共有チャネル信号を再送データとしても良い。また、同一のサブフレームにお
いて、ｉｎｔｒａサブフレームＦＨを行う場合には、図１３及び図１４に示すように、サ
ブフレームにおける後のスロットを複数用いて共有チャネル信号を伝送するようにしても
良い。図１３においては、サブフレームにおける異なる２つの基本周波数ブロックにおけ
る後のスロットを２つ用いる場合について示している。図１４においては、サブフレーム
における異なる２つの基本周波数ブロックにおける後のスロットを６つ用いる場合につい
て示している。これらのように、サブフレームにおける後のスロットを複数用いて共有チ
ャネル信号を伝送する場合には、受信側装置においてこれらに合成処理等を行うことによ
り、更に共有チャネル信号の受信品質を向上することが可能となる。
【００５４】
　ところで、上述した第１～第６の伝送方法に従って共有チャネル信号の伝送を行う場合
には、周波数ホッピングの有無及び周波数ホッピングの方法を指定することが必要となる
。これらの周波数ホッピングの有無及び周波数ホッピングの方法は、例えば、通信対象と
なる移動端末装置１０の通信環境等を考慮して基地局装置２０により指定される。なお、
上位局装置３０などの他の装置で指定するようにしても良い。周波数ホッピングの方法に
は、例えば、周波数ホッピングのモード（周波数ホッピングモード）や、周波数ホッピン
グに関連するリソースブロック（周波数ホッピング前のリソースブロック及び周波数ホッ
ピング先のリソースブロック）が含まれる。なお、周波数ホッピングモードには、例えば
、上述した第１～第６の伝送方法で使用される周波数ホッピングの種別が含まれる。また
、周波数ホッピングに関連するリソースブロックは、例えば、予め定められた周波数ホッ
ピングパターン（以下、「所定のホッピングパターン」という）や、基地局装置２０の指
示に基づいて特定されるが、これに限定されるものではない。
【００５５】
　以下、本実施の形態に係る移動通信システム１において、共有チャネル信号を伝送する
場合における周波数ホッピングの有無及び周波数ホッピングの方法を指定する際の具体例
について説明する。ここでは、移動端末装置１０が、所定のホッピングパターン及び基地
局装置２０の指示に基づいて周波数ホッピングを行う場合の動作について説明する。
【００５６】
　図１５は、移動端末装置１０が所定のホッピングパターンに従って周波数ホッピングを
行う場合の移動端末装置１０と基地局装置２０とのやりとりを説明するための図である。
この場合、移動端末装置１０においては、基地局装置２０との事前の通信により所定のホ
ッピングパターンが保持されているものとする。図１５に示すように、移動端末装置１０
に対する周波数ホッピングに関する指示は、ＰＤＣＣＨにおける制御信号により基地局装
置２０から移動端末装置１０に与えられる。
【００５７】
　図１６は、周波数ホッピングに関する指示のためのＰＤＣＣＨにおける制御信号の構成
の一例を示す図である。図１６に示す制御信号においては、例えば、周波数ホッピングの
有無を特定するホッピングフラグ１５０１と、周波数ホッピングの方法を特定するホッピ
ング方法フラグ１５０２と、リソースブロックの割り当て情報１５０３とが含まれる。こ
の場合、ホッピング方法フラグ１５０２においては、例えば、上述した第１～第３の伝送
方法で使用される周波数ホッピングの種別が指定される。
【００５８】
　このような制御信号（周波数ホッピングを行うホッピングフラグ１５０１を含む制御信
号）を受け取ると、移動端末装置１０においては、所定のホッピングパターンに従って共
有チャネル信号をＰＵＳＣＨのリソースブロックに割り当てて基地局装置２０に送信する
。その後、基地局装置２０から物理ハイブリッドＡＲＱインジケータチャネル（ＰＨＩＣ
Ｈ：Physical　Hybrid　ARQ　Indicator　Channel）を受け取ると、再び所定のホッピン
グパターンに従って共有チャネル信号をＰＵＳＣＨのリソースブロックに割り当てて基地
局装置２０に送信する。このようにして移動端末装置１０において、所定のホッピングパ
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ターンに基づいて、上述した第１～第３の伝送方法に従って周波数ホッピングが行われる
こととなる。
【００５９】
　図１７は、移動端末装置１０が基地局装置２０の指示に基づいて周波数ホッピングを行
う場合の移動端末装置１０と基地局装置２０とのやりとりを説明するための図である。こ
こでは、基地局２０からの指示に、上述した所定のホッピングパターンに従って周波数ホ
ッピングを行う場合が含まれる場合について説明するが、これに限定されるものではない
。この場合、移動端末装置１０においては、基地局装置２０との事前の通信により所定の
ホッピングパターンが保持されているものとする。図１７に示すように、移動端末装置１
０に対する周波数ホッピングに関する指示は、ＰＤＣＣＨにおける制御信号により基地局
装置２０から移動端末装置１０に与えられる。
【００６０】
　図１８は、周波数ホッピングに関する指示のためのＰＤＣＣＨにおける制御信号の構成
の一例を示す図である。図１８に示す制御信号においては、例えば、周波数ホッピングの
有無を特定するホッピングフラグ１７０１と、周波数ホッピングの方法を特定するホッピ
ング方法フラグ１７０２と、リソースブロックの割り当て情報１７０３とが含まれる。こ
の場合、ホッピング方法フラグ１７０２においては、例えば、上述した第１～第３の伝送
方法で使用される周波数ホッピングの種別と、周波数ホッピングに関連するリソースブロ
ックとが指定される。なお、ここでは、このような制御信号がＰＤＣＣＨで送信される場
合について説明しているが、これに限定されるものではなく、ハイアーレイヤ信号（ｈｉ
ｇｈｅｒ　ｌａｙｅｒ　ｓｉｇｎａｌｉｎｇ）で送信するようにしても良い。
【００６１】
　このような制御信号（周波数ホッピングを行うホッピングフラグ１５０１を含む制御信
号）を受け取ると、移動端末装置１０においては、このＰＤＣＣＨで指示されたＰＵＳＣ
Ｈのリソースブロックに共有チャネル信号を割り当てて基地局装置２０に送信する。その
後、基地局装置２０から上述した制御信号を受け取ると、移動端末装置１０においては、
再び、このＰＤＣＣＨで指示されたＰＵＳＣＨのリソースブロックに共有チャネル信号を
割り当てて基地局装置２０に送信する。このようにして移動端末装置１０において、基地
局装置２０の指示に基づいて、上述した第１～第３の伝送方法に従って周波数ホッピング
が行われることとなる。
【００６２】
　なお、ここでは、移動端末装置１０が、所定のホッピングパターン及び基地局装置２０
の指示に基づいて、上述した第１～第３の伝送方法に従って周波数ホッピングを行う場合
について説明している。基地局装置２０が周波数ホッピングを行う場合においても、移動
端末装置１０と同様に、所定のホッピングパターン及び基地局装置２０自身の決定に基づ
いて、上述した第４～第６の伝送方法に従って周波数ホッピングを行うことが可能である
。
【００６３】
　ここで、図１８に示す制御信号におけるホッピング方法フラグ１７０２において、周波
数ホッピングに関連するリソースブロックを指定する際の一例を示す。図１９は、図１８
に示す制御信号におけるホッピング方法フラグ１７０２において、周波数ホッピングに関
連するリソースブロックを指定する際の一例を説明するための図である。なお、図１９に
おいては、先行するリソースブロックから所定数だけシフトさせてホッピング先のリソー
スブロックを指定する場合について説明する。なお、図１９においては、ＰＵＳＣＨがＮ
個のリソースブロック（ＲＢ）で構成されているものとする。また、サブフレームにおけ
る最初のスロットのリソースブロックは、例えば、図１７に示す先行するＰＤＣＣＨで指
示されているものとする。
【００６４】
　図１９（ａ）においては、ホッピング先のリソースブロックを２ビットで構成されるホ
ッピング方法フラグ１７０２によって指示する場合について示している。この場合、例え
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ば、当該２ビットのうち、基本周波数ブロック内のホッピング先のリソースブロックを指
定するための１ビットが「０」に設定されている場合に全体のリソースブロック（ＮＲＢ

）の１／２、すなわち、ＮＲＢ／２だけ低周波数側にシフトさせてホッピング先のリソー
スブロックを指定する一方、当該ビットが「１」に設定されている場合に所定のホッピン
グパターンに従って周波数ホッピングを行うことを指示することができる。また、例えば
、上記２ビットのうち、ホッピング先の基本周波数ブロックを指定するための１ビットが
「０」に設定されている場合に低周波数側の隣接する基本周波数ブロックにホッピング先
の基本周波数ブロックを指定する一方、当該ビットが「１」に設定されている場合に高周
波数側の隣接する基本周波数ブロックにホッピング先の基本周波数ブロックを指定するこ
とができる。なお、図１９（ａ）においては、低周波数側の隣接する基本周波数ブロック
にホッピング先の基本周波数ブロックが指定された場合の一例を示している。
【００６５】
　図１９（ｂ）においては、ホッピング先のリソースブロックを３ビットで構成されるホ
ッピング方法フラグ１７０２によって指示する場合について示している。ここの場合、例
えば、当該３ビットのうち、基本周波数ブロック内のホッピング先のリソースブロックを
指定するための２ビットが「００」に設定されている場合に全体のリソースブロック（Ｎ

ＲＢ）の１／４、すなわち、ＮＲＢ／４だけ低周波数側にシフトさせてホッピング先のリ
ソースブロックを指定する一方、当該ビットが「０１」に設定されている場合にＮＲＢ／
４だけ高周波数側にシフトさせてホッピング先のリソースブロックを指定することができ
る。また、当該ビットが「１０」に設定されている場合にＮＲＢ／２だけ低周波数側にシ
フトさせてホッピング先のリソースブロックを指定する一方、当該ビットが「１１」に設
定されている場合に所定のホッピングパターンに従って周波数ホッピングを行うことを指
示することができる。また、例えば、上記３ビットのうち、ホッピング先の基本周波数ブ
ロックを指定するための１ビットが「０」に設定されている場合に低周波数側の隣接する
基本周波数ブロックにホッピング先の基本周波数ブロックを指定する一方、当該ビットが
「１」に設定されている場合に高周波数側の隣接する基本周波数ブロックにホッピング先
の基本周波数ブロックを指定することができる。なお、図１９（ｂ）においては、低周波
数側の隣接する基本周波数ブロックにホッピング先の基本周波数ブロックが指定された場
合の一例を示している。
【００６６】
　このように図１８に示す制御信号におけるホッピング方法フラグ１７０２における指示
内容を調整することにより、上述した第１～第３の伝送方法におけるホッピング先のリソ
ースブロックを指示することができる。例えば、第１の伝送方法において基本周波数ブロ
ック間でｉｎｔｅｒサブフレームＦＨを行う場合や、第２の伝送方法において基本周波数
ブロック間でｉｎｔｒａサブフレームＦＨを行う場合におけるホッピング先のリソースブ
ロックを指定することが可能となる。なお、図１９に示す基本周波数ブロック内のホッピ
ング先のリソースブロックを指定するための内容、並びに、ホッピング先の基本周波数ブ
ロックを指定するための内容については、一例を示したものに過ぎず、適宜変更して実施
することが可能である。
【００６７】
　このように本実施の形態に係る移動端末装置１０及び基地局装置２０においては、異な
る基本周波数ブロック間で周波数ホッピングするように当該基本周波数ブロック内のサブ
キャリアに共有チャネル信号をマッピングするようにしていることから、共有チャネル信
号の伝送帯域を離れさせることができるので、良好な周波数ダイバーシチ効果を得ること
ができ、上りリンクで伝送される共有チャネル信号の受信品質を向上することが可能とな
る。
【００６８】
　本発明は上記実施の形態に限定されず、種々変更して実施することが可能である。例え
ば、本発明の範囲を逸脱しない限りにおいて、処理部や処理手順については適宜変更して
実施することが可能である。その他、本発明の範囲を逸脱しないで適宜変更して実施する
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ことが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００６９】
【図１】本発明の一実施の形態に係る移動通信システムで使用されるシステム帯域の概念
図である。
【図２】図１に示すシステム帯域における上りリンクの共有データチャネルの構成を説明
するための図である。
【図３】図１に示すシステム帯域における下りリンクにおける共有データチャネルの構成
を説明するための図である。
【図４】上記実施の形態に係る移動端末装置及び基地局装置を有する移動通信システムの
構成を説明するための図である。
【図５】上記実施の形態に係る移動通信システムが有する移動端末装置の送信部及び受信
部の機能ブロック図である。
【図６】上記実施の形態に係る移動通信システムが有する基地局装置の送信部及び受信部
の機能ブロック図である。
【図７】上記実施の形態に係る移動通信システムにおける上りリンクの共有チャネル信号
の伝送方法の一例を示す図である。
【図８】上記実施の形態に係る移動通信システムにおける上りリンクの共有チャネル信号
の伝送方法の一例を示す図である。
【図９】上記実施の形態に係る移動通信システムにおける上りリンクの共有チャネル信号
の伝送方法の一例を示す図である。
【図１０】上記実施の形態に係る移動通信システムにおける下りリンクの共有チャネル信
号の伝送方法の一例を示す図である。
【図１１】上記実施の形態に係る移動通信システムにおける下りリンクの共有チャネル信
号の伝送方法の一例を示す図である。
【図１２】上記実施の形態に係る移動通信システムにおける下りリンクの共有チャネル信
号の伝送方法の一例を示す図である。
【図１３】上記実施の形態に係る移動通信システムにおける上りリンクの共有チャネル信
号の伝送方法の一例を示す図である。
【図１４】上記実施の形態に係る移動通信システムにおける上りリンクの共有チャネル信
号の伝送方法の一例を示す図である。
【図１５】上記実施の形態に係る移動端末装置が所定のホッピングパターンに従って周波
数ホッピングを行う場合の移動端末装置と基地局装置とのやりとりを説明するための図で
ある。
【図１６】周波数ホッピングに関する指示のためのＰＤＣＣＨにおける制御信号の構成の
一例を示す図である。
【図１７】上記実施の形態に係る移動端末装置が基地局装置の指示に基づいて周波数ホッ
ピングを行う場合の移動端末装置と基地局装置とのやりとりを説明するための図である。
【図１８】周波数ホッピングに関する指示のためのＰＤＣＣＨにおける制御信号の構成の
一例を示す図である。
【図１９】図１８に示す制御信号におけるホッピング方法フラグにおいて、周波数ホッピ
ングに関連するリソースブロックを指定する際の一例を説明するための図である。
【符号の説明】
【００７０】
　１　移動通信システム
　１０　移動端末
　１１　共有データ信号処理ブロック
　１１１　チャネル符号化部
　１１２　データ変調部
　１１３　ＤＦＴ部
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　１１４　サブキャリアマッピング部
　１１５　逆高速フーリエ変換部（ＩＦＦＴ）
　１１６　ガードインターバル付与部（ＣＰ）
　１２　パイロット信号処理ブロック
　１２１　パイロット系列生成部
　１２２　サブキャリアマッピング部
　１２３　逆高速フーリエ変換部（ＩＦＦＴ）
　１２４　ガードインターバル付与部（ＣＰ）
　１３　多重部
　１４　ＯＦＤＭ信号復調部
　１５　報知チャネル及び下り制御信号復号部
　１６　報知信号復号部
　２０　基地局装置
　２０１　同期検出・チャネル推定部
　２０２　ガードインターバル除去部
　２０３　高速フーリエ変換部（ＦＦＴ）
　２０４　サブキャリアデマッピング部
　２０５　ＤＦＴ部
　２０６　データ復調部
　２０７　データ復号部
　２０８　報知チャネル生成部
　２０９　他の下りチャネル生成部
　２１０　上りスケジューリンググラント生成部
　２１１　ＯＦＤＭ信号生成部
　３０　上位局装置
　４０　コアネットワーク
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